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Ⅰ．背　　　景




島では 308,725 人，長崎市では 175,743 人が原爆死没

































50 基を超えた．2017 年 3 月時点では，福島第 1 原子
力発電所（6 基）が減ったとはいえ，原子力発電設備
容量としては，米国（25.5％），フランス（16.1％）に







































































して 6 年制，中学生および高校生が中等学校として 5
年制の教育体制であった．昭和 22（1947）年 3 月 31




は小学校 6 年，中学校 3 年と定められ，現在の小 6・









































に昭和 52（1977）年（昭和 56［1981］年 4 月施行）
の改訂では，「放射線」の語句も削除された．その後，
平成元（1989）年（平成 5［1993］年 4 月施行），平
成 10（1988）年度（平成 14［2002］年 4 月施行），平
成 15（2003）年度（2003 年 12 月改正）にも改訂され
たが，「X 線」，「放射線」の語句は復活することはな
かった．とくに 1998（平成 10）年では，“ゆとり” の
中で “特色ある教育” を展開するという考えのもと，
どの教科も学習内容が 30％ 程度削減された．平成 19
（2007）年度（平成 20［2008］年 3 月告示）の改訂に






































































歯科放射線学の要点である X 線の発生の原理と X 線















































ると，ヨウ素 131（131I）約 1.3×1017 ベクレル（Bq），
セシウム 137（137Cs）約 6.1×1015Bq と推定した．新
た な 解 析 に よ り，131I 約 1.6×1017Bq，137Cs 約 1.5×
1016Bq と修正された．その後原子力安全委員会は，
131I 約 1.5×1017Bq，137Cs 約 1.2×1016Bq と報告した 27）．
当時の研究者の報告では，東北自動車道安達太良サー
ビスエリア（福島県）での放射能の変化割合は，初期
（2011 年 3 月 16 日）の放射性同位元素は，テルル 132
（132Te）47％，132I 37％，131I 2 .3％，134Cs 12％，
137Cs 12％，136Cs 4％ で あ っ た．23 日 後 は，134Cs と
137Cs は 47％，136Cs が 4％，131I が 2％ と 報 告 し て い
る 28）．
　132Te は半減期 3.2 日で，ベータ崩壊し 132I になる．
131I は半減期 2.3 時間で，ベータ崩壊し安定元素のキ
セノン 132（132Xe）になる．最初の 131I は，半減期が
短いため 23 日後にはすべて 132Xe になる．132Te は 23
日後には 0.6％ しか残っていない．この崩壊による娘
核種の 131I は下記の計算式から 132Te の 2.8％ の量に
なるので，ほとんど 0 になる．また 134Cs は半減期 2
年なので，23 日後には 98％ になる．この 134Cs を基
準とすると，23 日間に放射性同位元素の総数は約 1/4

















6,000〜12,000PBq（P は 1015）の 133Xe が 放 出 さ れ た
と推定されている．放出された 131I の平均全放射能は
約 100〜400PBq で あ り，137Cs に つ い て は 約 7〜
20PBq であった．
　海洋に関しては，131I が海へ流れた．直接放出・流









3.2μSv/ 時（2011［平 成 23］年 4 月 29 日 補 正 デ ー
タ）であったが，直近のデータ（2016［平成 28］年 9
月 14 日〜11 月 18 日測定）によると福島市は 0.1μ


































（検査）を 2011 年 3 月 13 日〜6 月 30 日にかけて行っ
た．福島県は全国の大学や電気事業連合，自治体など
に放射線専門家の派遣を依頼した．徳島大学では筆者
と放射線防護専門家の 2 人を派遣し，延べ日数 20 日
以上にわたりスクリーニングを行った．当時の緊急被
曝医療におけるスクリーニングに関する配布資料
（2011 年 3 月 13 日〜5 月 26 日）によると，合計では
193,390 人の検査が行われ，13,000〜100,000cpm 未満
（部 分 的 な 拭 き 取 り 除 染 を 行 う）は 894 人 で，









4 名の派遣を行った．徳島大学も 2 人で参加した．
　福島県は 2011 年 3 月 13 日〜2013 年 6 月 30 日のス
ク リ ー ニ ン グ で は 266,042 人 が 検 査 を 受 け，
100,000cpm を超えた人は 2011 年 3 月までにスクリー


























































年 生 79 人（2014 年 40 人，2015 年 39 人），4 年 生 83
人（44 人，39 人），6 年生 72 人（41 人，31 人）とし
た．2013 年 12 月に発行された 2 種類の放射線副読本
（小学生用，中・高生用）の中から，理解されるべき









た（1 年 生 p＜0.05，4 年 生 p＜0.01）［図 1］．小 学 生
用語句と中・高生用語句を各学年で比較すると，小学























































　岐阜県の理科専門の現職教員 76 人（小学校 22 人，






順　位 語　句 1 年生（79 人） 4 年生（83 人） 6 年生（71 人） 計 233 人
1 広島，長崎原爆投下 2.51 2.20 1.97 2.24
2 風評被害 2.18 1.98 1.97 2.04
3 半減期 2.08 2.00 1.99 2.02
4 福島第 1 原子力発電所 2.03 1.80 1.83 1.88
5 放射線 1.77 1.83 2.00 1.86
6 放射性物質 1.71 1.70 1.90 1.76
7 放射能 1.78 1.66 1.82 1.75
8 X 線 1.67 1.69 1.90 1.75
9 チェルノブイリ原発事故 1.84 1.57 1.71 1.70
10 避難指示区域 1.78 1.61 1.47 1.63
11 除染 1.68 1.57 1.63 1.62
12 シーベルト 1.38 1.45 1.65 1.49
13 セシウム 1.44 1.31 1.53 1.42
14 再生可能エネルギー 1.61 1.37 1.21 1.40
15 食品中の放射性物質の基準値 1.37 1.22 1.24 1.27
16 空気中の放射線量 1.30 1.23 1.26 1.26
17 100 ミリシーベルト 1.20 1.16 1.32 1.22
18 プルトニウム 1.14 1.16 1.26 1.18
19 スリーマイル島原発事故 0.86 0.82 1.15 0.94
20 ヨウ素 131 0.78 0.71 1.28 0.91
21 セシウム 137 0.77 0.71 1.15 0.87
22 セシウム 134 0.76 0.71 1.15 0.86
23 放射性ストロンチウム 0.61 0.55 0.81 0.65
24 東海村 JCO 臨界事故 0.49 0.60 0.85 0.64
25 航空機モニタリング 0.22 0.34 0.67 0.40
平均得点 1.40 1.32 1.47 1.39
表 2．中・高校生用語句の理解度
順　位 語　句 1 年生（79 人） 4 年生（83 人） 6 年生（71 人） 計 233 人
1 同位体 2.38 2.06 1.89 2.12
2 原子核 2.20 1.83 1.78 1.94
3 放射線被曝 1.86 1.82 1.76 1.82
4 帰宅困難，居住制限，
避難指示解除準備区域
1.82 1.65 1.46 1.65
5 電磁波 1.57 1.47 1.61 1.55
6 アルファ線 1.48 1.37 1.58 1.47
7 ベータ線 1.47 1.36 1.58 1.47
8 ガンマ線 1.37 1.35 1.56 1.42
9 中性子線 1.13 1.11 1.58 1.26
10 ベクレル 1.06 1.17 1.58 1.26
11 内部被曝 1.20 1.02 1.57 1.25
12 外部被曝 1.18 0.98 1.57 1.23
13 自然放射線 0.96 0.77 1.47 1.05
14 人工放射線 0.95 0.73 1.33 0.99
15 吸収線量 0.58 0.64 1.61 0.92
16 グレイ 0.54 0.58 1.54 0.86
17 炭素 14 1.03 0.70 0.79 0.84
18 米の全袋検査 0.76 0.75 0.89 0.79
19 高線量被曝 0.61 0.57 1.21 0.78
20 放射線モニタリング 0.62 0.72 0.97 0.76
21 低線量被曝 0.62 0.53 1.19 0.76
22 外部被曝の低減 3 原則 0.30 0.30 1.17 0.57
23 国際放射線防護委員会（ICRP） 0.30 0.34 0.99 0.53
24 物理線量 0.38 0.31 0.93 0.53
25 空間線量率 0.46 0.35 0.75 0.51
平均得点 1.07 0.98 1.38 1.13
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る 32）．科学編集部（岩波書店）が 2012 年に，47 都道
府県と 19 政令指定都市の教育委員会委員長と教育長
宛てに，旧放射線副読本についてのアンケートを行っ












































































1,111 人に対して 2012 年 10 月，11 月に行われた調査
では，放射線に関する現状認識，イメージや知識，理
解度の状況などの項目を聞いている 34）．5 段階評価























が行われ，浪江町 125 人（平均年齢 69 歳），青森県
117 人（平均年齢 43 歳）が回答した 35）．その中で自
然放射線と人工放射線の違いが質問され，正答率は浪
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線量率と放射能濃度を定期的に測定し公表してい
る 37）．事故直後（2011 年 5 月 19 日）は，空間線量率
が 0.08〜0.14μSv/時，131I が 34〜234Bq/kg，134Cs が
32〜1,450Bq/kg，137Cs が 39〜1,700Bq/kg であった．
最新のデータ（2017 年 10 月 27 日）では，それぞれ









　福岡教育大学附属中学校 3 年生（定員 120 人）を対
象として，副読本に関するアンケート調査が 2013 年

















　事故前の 2005 年と 2006 年に鹿児島の原発立地地域
を除いた小学校 147 校，中学校 89 校（県内公立校の
児童・生徒数の 7 割）を対象にアンケート調査が行わ
れた 38）．「放射線と放射能の違い」がわかると答えた
割合は，小学 4，5，6 年生ではそれぞれ 3，4，7％ で，




人）と隣接の 2 校（652 人）でエネルギーに関するア
ンケート調査が 2007 年に行われた 39）．「放射線，放
射能という言葉を知っていますか？」の質問に対して，
「知っている」と答えた割合はそれぞれ 56％ と 41％
となり，有意に原発立地地域の生徒が理解していた．






















タ イ お よ び ベ ト ナ ム の 7 ヵ 国 の 高 校 生 を 対 象 に
「FNCA 各国高校生の放射線についての知識，関心等
に関する合同アンケート調査」が行われた 40）．日本






の 4 つの設問は 40％ 以上の正答率であった．他国の
回答率は，日本と同様な傾向で，前述の最初の設問に
対する回答率はインドネシア 8.4％，中国 19.7％，フ






























5％ と非常に低かった 41）．3 大学のうち 2 大学は文系
学部のため，通常よりもより低くなったと考えられる．
　「原発事故関連の教育課程づくり」のアンケート調
査が 2011 年 4 月と 9 月に実施された．「教育課程論」，
「理科教育概論」などの教職科目を履修している近畿













の国立大教育系学生 64 人，私立教育系短大学生 27 人，





























表 4．アジア諸国の放射線に関する知識の正答率（％）［文献 40 から引用］
質問事項
国　名
CHN INA JPN PHI THA VIE KOR
1．放射線を出す物質は地球ができたときから自然界
に存在する
68.2 80.8 62.7 60.7 53.9 74.4 35.0
2．放射線の強さは時間がたっても変わらない 60.2 46.1 64.2 68.3 62.0 51.9 49.0
3．放射線は微量だが普通の食物の中からも出ている 31.1 28.9 49.0 50.4 39.7 19.9 36.0
4．放射線の進む方向は強い風によって変わる 34.9 34.7 50.3 56.7 54.9 54.3 49.0
5．自然放射線と人工放射線はその性質が異なる 19.7 8.4 19.3 19.8 22.0 23.4 49.0
6．放射線は微量だが常に身体からも出ている 52.4 53.8 41.9 56.1 52.3 51.5 11.0
平均値 44.4 42.1 47.9 52.0 47.5 45.9 38.2
CHN：中国，INA：インドネシア，JPN：日本，PHI：フィリピン，THA：タイ，VIE：ベトナム，KOR：韓国（参考値）．
正答：1，3，6．

























た 47）．放射線の知識に関する 9 項目の質問の中で，
「自然放射線」は 72％ であったが，「放射線と放射能












































　　　　一：1 時間 30 分，二：1 時間 30 分，三：30 分，四：1 時間
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　全国高校約 6,000 校のうちの 3,000 校の理科教員を
対象にアンケート調査が事故前の 2009 年に 1 回目，
2010 年に 2 回目が行われた 51，52）．1 回目では 614 人
（回収率 20％），2 回目では 402 人（回収率 16％）の
回答が得られた．「放射線や放射能について授業で教
えている人」は 1 回目のとき 89％ で，内容としては
放射線の性質（61％），放射線の利用（56％），自然放
射線・放射能（45％）と広い範囲の中で一部分だけし
か教えていないことが示された．2 回目でも 90％ の
回答があった．授業時間については，1 回目は，1 時
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間以内が 40％，1〜3 時間が 44％ と授業時間が少なか




なかったと答えた人が 1 回目では 74％ と非常に高か






















































（薬機法）の 4 つがある 55）．放射線の語句は「核燃料
物質，核原料物質，原子炉及び放射線の定義に関する
政令」の第 4 条（放射線）で定義されている．そして
原子力基本法第 3 条第 5 号により放射線が定義される．
その後放射線障害防止法第 2 条の中で，「放射線」と
は，原子力基本法第 3 条第 5 号に規定する放射線をい
う，と定められる（表 7）．重要なことは，医療上の
X 線は，法律上の放射線には含まれていない．法律
上は，1MeV 以上のエネルギーでない X 線は放射線
扱いとはならない．この値は電子対生成が起きる閾値
（1.02MeV）を基準としている．診断用の X 線発生装





放射線発生装置から発生される数 MeV の X 線は放射























ある区画（管理区域：医療法 30 条 26 の 3 項，電離則
第 3 条，放射線障害防止法第 1 条）に立ち入る前に，
決められた科目を一定時間以上，受講する必要がある．
これら管理区域に立ち入るものは診療放射線従事者
（医療法施行規則 30 条 18）または放射線業務従事者






















340,964 人中 130,678 人（38.3％）が一般診療所に従事
している 56）．2005 年では，一般診療所における単純
X 線撮影施設数は 45,525（46.7％）であったが 57），
2008 年以降では，単純 X 線撮影施設数の項目は削除

















































は毎年 1 人か 2 人である．
　歯学部歯学科では臨床にあがる前に歯科放射線学の
30 時間の講義と 32 時間の基礎実習が必須となり，そ
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Since theFukushimaDai-ichinucleardisaster in 2011, Japanesepeople’s interest in radiationhas











reports on the radiation knowledge questionnaire helped us realize that radiation knowledge is
scarceamonghighschoolanduniversitystudents．Therewerepreviouslyveryfewteacherswho
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